
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年５月15日

【四半期会計期間】 第19期第１四半期（自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日）

【会社名】 株式会社トライアイズ

【英訳名】 TriIs Incorporated

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　池田　均

【本店の所在の場所】 東京都千代田区紀尾井町４番１号

【電話番号】 ０３－３２２１－０２１１

【事務連絡者氏名】 執行役員経営企画部長　齋藤　優

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区紀尾井町４番１号

【電話番号】 ０３－３２２１－０２１１

【事務連絡者氏名】 執行役員経営企画部長　齋藤　優

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

EDINET提出書類

株式会社トライアイズ(E05183)

四半期報告書

 1/23



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第18期

第１四半期連結累計期間
第19期

第１四半期連結累計期間
第18期

会計期間
自平成24年１月１日
至平成24年３月31日

自平成25年１月１日
至平成25年３月31日

自平成24年１月１日
至平成24年12月31日

売上高（千円） 858,619 616,554 5,037,821

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△120,006 △137,972 90,217

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△106,743 △151,076 △52,708

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△107,765 △145,691 △50,774

純資産額（千円） 6,690,945 6,407,704 6,736,800

総資産額（千円） 7,669,151 7,382,689 7,672,315

１株当たり四半期（当期）純損失金

額（△）（円）
△88.93 △130.17 △43.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 87.1 86.4 87.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第18期第１四半期連結累計期間、第18期及

び第19期第１四半期連結累計期間は潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるた

め記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、または前

事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクの内容について重要な変更はありません。

　　

２【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

   当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、安倍政権の経済政策、いわゆる「アベノミクス」への期待や

それに伴う株高により消費マインドに改善が見られ、また円安により輸出環境に改善が見られるなど、景気回復の

兆しが見られます。一方、世界経済に目を転じれば、米国経済は緩やかに回復し、欧州では金融危機は一服したもの

の依然実体経済の回復力は弱く、中国経済は成長鈍化が続くなど、世界経済は未だ予断を許さない状況にありま

す。 

　このような経済環境のなか、トライアイズグループは、景気変動の影響を受けない企業グループとして、小さくと

も知性を使って、その世界ではNo.１となり光る企業グループを目指すという方針のもと、「イノベーションによ

るコスト優位の確立」を最重要目標とし、売上が縮小しても黒字化できる体質づくりを行っており、前々期、前期

と順調に業績回復を実現することができました。当期につきましても前々期、前期に引き続き、連結ベースでの営

業利益・経常利益の黒字化は当然ながら、これらの増益及び最終損益の黒字化を目指しております。 

   これらの結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、建設コンサルタント事業における売上高の

第２四半期へのずれ込みの影響により売上高616百万円（前年同期比28.2％減）と大幅な減収となり、販売費及び

一般管理費は427百万円（前年同期比5.9％減）と更なる削減を実現しておりますが、営業損失は148百万円（前年

同期は130百万円の営業損失）、経常損失は137百万円（前年同期は120百万円の経常損失）、税金等調整前四半期

純損失は142百万円（前年同期は120百万円の税金等調整前四半期純損失）、四半期純損失は151百万円（前年同期

は106百万円の四半期純損失）となりました。

　

   　　　当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の業績は以下のとおりです。

　

       （建設コンサルタント事業）

 　建設コンサルタント事業においては、東日本大震災復興関連の予算増に加えて、政権交代による受注増の好機と

捉えております。そのため、東日本大震災に絡む東北地方のビジネスに大規模な人員シフトを行い、復興支援事業

に全力を挙げて取り組んでおりますが、今までの公共事業削減のトレンドに合わせスリム化した体制により業務

を確実に遂行できるかが課題となっております。また、震災の影響により、そもそもの耐震基準が変更となってい

るため、東北地方以外の地域においても耐震関連業務の受注も目指しており、今後も引き続き東北復興関連に注力

していき、その実績を他のエリアへ展開してまいります。

　なお、当事業は公共事業の単年度予算の影響を受け、業務完了による売上計上が第２四半期に偏るという事業特

性があります。当期についてもこの事業特性による影響及び東北復興関連業務における工期延長等に伴う業務完

了予定の第２四半期へのずれ込みにより、第２四半期は第１四半期に比べ大幅な増収が見込まれるものの、当第１

四半期の売上高は著しく低くなっております。 　

　 これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は177百万円（前年同期比48.1％減）と大幅な減収、営業損失

は143百万円（前年同期は144百万円の営業損失）となりました。

　

       （ファッションブランド事業）

   ファッションブランド事業においては、消費マインドに改善の兆しが見られるものの、未だデフレ圧力も根強く

残り、個人消費の本格的な回復に至っておりません。そうしたなか当社グループのファッションブランド事業各社

は徹底したコスト削減に取り組み、売上が縮小しても黒字化できる体質づくりを行っております。

　 当社が管理するライセンシングビジネスについては、ＣＬＡＴＨＡＳブランドのリブランディングによる一時的

な費用の発生があったものの、リブランディングの効果もあり前年同期を大幅に上回るロイヤルティー収入を確

保しました。今後もブランドイメージの向上、ブランド価値の拡大に向け、管理面での強化を進めます。　

　 東京ブラウス㈱については、採算性の観点から不採算店舗を整理したことが原因で実店舗網の売上が減少し、営

業赤字となりました。今後も販売チャネルを実店舗網とＥコマースに絞り、両チャネルからのお客様動向や売れ筋

商品のトレンド情報を吸い上げ、個客経験の共創（一人ひとりの個客のニーズを捉える）を遂行しながら業績拡

大を目指します。
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   濱野皮革工藝㈱については、㈱セレクティブによるオンラインショップ、百貨店・専門店への卸売部門が好調

だったものの、ＴＶショッピング部門での減収が響き、全体としては前年同期比で減収となりましたが、原価率の

改善及び販管費の削減により営業赤字を大幅に圧縮しました。引き続き多角化した販売チャネルの見直し、より効

率的な生産体制の確立、さらなるコスト削減を推進し、企業体質改善に取り組んでまいります。

　 台湾においては、当社グループの拓莉司国際有限公司の販売管理のもと、ＣＬＡＴＨＡＳ及びＨＡＭＡＮＯの商

品を取り扱うショップを開始し、台湾国内における両ブランドの売上拡大を目指し、ネットショップ及び実店舗網

の整備を進めております。採算性の観点から不採算店舗を整理したことが原因で実店舗網の売上が減少し、営業赤

字となりました。実店舗については、国内と同様に集客力のある専門店モール、ビルでの店舗展開を基本戦略とし、

今後も出店先を厳選しながら、両ブランドの知名度向上、収益拡大に努めます。　

   これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は439百万円（前年同期比15.1％減）、営業損失は11百万円

（前年同期は2百万円の営業損失）となりました。

　 　

（2）財政状態の分析 

　　 （資産）

　　 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ289百万円減少し、7,382百万円とな

りました。これは主に、「仕掛品」が352百万円増加しましたが、「現金及び預金」が326百万円、「受取手形及び

売掛金」が249百万円減少したことによるものであります。　

　 　（負債）　

　　 当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ39百万円増加し、974百万円となり

ました。これは主に、「支払手形及び買掛金」が79百万円減少しましたが、「前受金」64百万円と流動負債の

「その他」が61百万円増加したことによるものであります。　

　　 （純資産）　

　 　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ329百万円減少し、6,407百万円と

なりました。主な減少要因は配当金の支払いに伴う利益剰余金118百万円の減少と四半期純損失計上に伴う利益

剰余金151百万円の減少によるものであります。

   

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

   当第１四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

　

 ①　基本方針の内容

 　　　　　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社及び当社グループの事業特性並びに株主をはじめ

とする国内外の顧客・社員・取引先などの各ステークホルダーとの間に築かれた関係や当社の企業価値の本源

を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、継続的もしくは持続的に向上さ

せる者であることが必要と考えております。

　　　　 　そうした考え方を基本にしながら、当社は金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当

　　　　 社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひい

ては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、

最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の自由な意思と判断に委ねられるべきだと考

えております。

　　　　 　ただし、株式の大規模買付提案のなかには、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必

要な情報が十分に提供されないものもありえます。

　　　　 　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、必要

な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

　

 ②　基本方針の実現に資する取組みについて

 　　　　　当社は平成７年にソフトウェアの開発・販売会社として創業、平成19年からは純粋持株会社にその組織体制を変更

し、現在は事業子会社６社を傘下に、グループ企業の経営・統括を行っております。主要な事業ポートフォリオ

は建設コンサルタント事業とファッションブランド事業の２つとなっております。
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　　　　 　当社の存在意義は、成長の可能性を持ちながらも様々な要因によってそれを実現できずにいる企業を再生すること

です。当社は事業ポートフォリオの売買を積極的に実行する、バイアウト型の投資会社ではなく、当社グループ

傘下事業会社の再生・拡大を図り、企業グループ全体の価値を長期にわたって継続的に向上させていくことが、

その大きな目標となっております。グループ会社の再生を通して、ともに成長することによって、企業グループ

全体の価値を向上させること、それが当社を取り巻く全てのステークホルダーにとって最良の結果をもたらす

ものと考えております。

　　　　 　当社及び当社グループの企業価値の主な源泉は①グループ会社経営で培った知恵と意志の力、②各事業において培

われた技術力、③顧客とのサービスの品質に基づいた長期にわたる信頼関係、にあると考えております。

　　　　 　まず、①につきましては、当社のグループ会社経営に関する基本的な指針として、各事業会社の経営の自由度を容認

しながらも、進むべき方向性を見出すことを支援し、その結果として、各事業会社のグループ全体に対する貢献

度上昇の促進を目指しております。したがって、各事業会社がその属する業界固有の考え方から脱却し、それぞ

れがグローバルな企業として認められるためにいかにグループ標準に近付けるようにリードできるか、という

課題に常に向き合っております。そうしたなかから、企業グループ統括のためのノウハウが蓄積され、指導力を

発揮するための知性が磨かれることに結びついてきました。そもそも、当社の経営陣が抱いているグループ全体

の改善についての意志は比類無き強さであり、その気持ちを現場のグループ企業の全役職員に浸透させること

により、グループ全体の企業価値の向上に対する意欲の高揚につなげております。

　　　　 　次に、②の技術力に関しましては、水関連に特化した建設コンサルタントとしての確固たる技術、ファッション業界

の激しい競争を乗り越え、長い歴史の中で培われた商品開発力を保持しております。また、建設コンサルタント

事業分野では水関連事業から、従来の枠を超えて地球環境関連市場に新しいニーズを開拓した展開をする予定

でおります。

　　　　 　次に、③のサービスの品質に基づいた顧客との信頼関係の面では、当社グループは、上述の事業を長年にわたり展開

を進めてきた結果、高い技術力とサービスの質をもつ会社として、顧客の高い信頼を得ており、この信頼が当社

グループの企業価値を高めるための大きな要素となっております。

　　　　 　このような創業以来の当社及び当社グループの取組みの積み重ねが現在の企業価値の源泉になっております。当社

の企業文化の継続・発展を通してのみ当社の社会的意義を高めることになり、結果として企業価値及び株主共

同利益を最大化することにつながるものと考えております。

　　　　 　一方、近年、当社グループの事業を取り巻く環境は大きく動きつつあります。当社ではコンプライアンス、品質に対

する社会の厳しい要請や技術競争の流れに沿った多様な契約形態への対応を迅速に進めてまいりました。

　　　　 　このような変化に対応しつつ当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するために、長期ビジョンとして

当社グループの上部市場への再上場の実現を目標とし、中期的な取組みとして、「景気変動の影響を受けない企

業グループになること。小さくとも知性を使ってその世界ではNo.1となり光ることのできる企業になること。」

を目標に掲げ、厳しい経営環境の中で、成長を持続させてまいります。

 

       ③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組みについて

           当社取締役会は、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様

が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする者との交渉

         の機会を確保するために、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）を

導入することを決議し、平成20年３月26日開催の当社定時株主総会において、本プランの導入について、平成23

年３月25日開催の当社定時株主総会において、本プランの継続について、株主の皆様の承認を得ております。本

プランの詳細につきましては以下のとおりです。

　

 ④　本プランの内容　

　　　  (イ) 本プランに係る手続き

 　　　　 (ａ) 対象となる大規模買付等

 　            本プランは以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取

締役会が承認したものを除きます。係る行為を、以下「大規模買付等」といいます。）がなされる場合を適

用対象とします。大規模買付等を行い、又は行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、予め本プ

ランに定められる手続きに従わなければならないものとします。

            (ⅰ) 当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け

            (ⅱ) 当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者

の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け　
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 　　　 　(ｂ) 「意向表明書」の当社への事前提出

　             買付者等におきましては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模買

付等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明書」と

いいます。）を当社の定める書式により提出していただきます。

　具体的には、「意向表明書」には、以下の事項を記載していただきます。

  (ⅰ) 買付者等の概要

  　　 ・　氏名又は名称及び住所又は所在地

　　　 ・　代表者の役職及び氏名

　　　 ・　会社等の目的及び事業の内容

　　　 ・　大株主又は大口出資者（所有株式又は出資割合上位10名）の概要

　　　 ・　国内連絡先

　　　 ・　設立準拠法

 　 (ⅱ) 買付者等が現に保有する当社の株式等の数、及び、意向表明書提出前60日間における買付者等の当社　の

株式等の取引状況

 　 (ⅲ) 買付者等が提案する大規模買付等の概要（買付者等が大規模買付等により取得を予定する当社の株式　

等の種類及び数、並びに大規模買付等の目的（支配権取得若しくは経営参加、純投資若しくは政策投資、大

規模買付等の後の当社の株式等の第三者への譲渡等、又は重要提案行為等その他の目的がある場合には、

その旨及び内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを記載していただきます。）を含みます。）　

 　　　   (ｃ) 「本必要情報」の提供

　          　 上記(ｂ)の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、以下の手順に従い、当

社に対して、大規模買付等に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情

報」といいます。）を提供していただきます。

　まず、当社は、買付者等に対して、「意向表明書」を提出していただいた日から10営業日（初日不算入）以

内に、当初提出していただくべき情報を記載した「情報リスト」を上記（ｂ）(ⅰ)の国内連絡先に発送い

たしますので、買付者等には、係る「情報リスト」に従って十分な情報を当社に提出していただきます。

               また、上記の「情報リスト」に従い買付者等から提供していただいた情報では、大規模買付等の内容及び

態様等に照らして、株主の皆様のご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当社取

締役会が合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する追加の情報を買付者等から提供してい

ただきます。なお、大規模買付等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則として

「情報リスト」の一部に含まれるものとします。

         　 (ⅰ) 買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及びファンドの場合は各組合員その他の構成員を

含みます。）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏名及び職歴等を含みま

す。）

            (ⅱ) 大規模買付等の目的（「意向表明書」において開示していただいた目的の詳細）、方法及び内容（経

営参画の意思の有無、大規模買付等の対価の種類及び金額、大規模買付等の時期、関連する取引の仕組み、

買付予定の株式等の数及び買付等を行った後における株式等所有割合、大規模買付等の方法の適法性を

含みます。）

          　(ⅲ) 大規模買付等の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び大規模買付等

に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定の際に第三者の意見を聴取し

               た場合における当該第三者の名称、意見の概要及び当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を

含みます。）

          　(ⅳ) 大規模買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法及

び関連する取引の内容を含みます。）

         　 (ⅴ) 大規模買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある場合はその内容及

び当該第三者の概要

         　 (ⅵ) 買付者等が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の予約その他の重要

な契約又は取決め（以下「担保契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種類、契約の相手方

及び契約の対象となっている株式等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

         　 (ⅶ) 買付者等が大規模買付等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の締結その他第三者

との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約の相手方及び契約の対象となってい

る株式等の数量等の当該合意の具体的内容

          　(ⅷ) 大規模買付等の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策

         　 (ⅸ) 大規模買付等の後における当社及び当社の従業員、取引先、顧客及び地域社会その他の当社に係る利害

関係者の処遇等の方針
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         　 (ⅹ) 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

　 なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付等の提案がなされた事実とその概要及び本必要情報の概

要その他の情報のうち株主の皆様のご判断に必要であると認められる情報がある場合には、適切と判断す

る時点で開示いたします。

  また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を

買付者等に通知（以下「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速やかにその旨を開示いたしま

す。

         （ｄ）取締役会評価期間の設定等

 　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付等の評価の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)又は

(ⅱ)の期間（いずれも初日不算入）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のた

めの期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。

(ⅰ) 対価を現金（円価）のみとする公開買付けによる当社全株式等を対象とする公開買付けの場合には最

大60日間　

  (ⅱ) その他の大規模買付等の場合には最大90日間

　 当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付

者等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の観点から、買付者等による大規模買付等の内容の検討等を行うものとします。当社取締役会は、これら

の検討等を通じて、大規模買付等に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通

知するとともに、適時かつ適切に株主の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大

規模買付等に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示

することもあります。　

         （ｅ）取締役会の決議

   当社取締役会は、上記(ｄ)の検討等の後、以下の手続きに従い、対抗措置の発動の是非について決議を行う

ものとします。

(ⅰ) 買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合

　当社取締役会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合には、原則として対抗措

置の発動の決議を行うものとします。

　当社取締役会は、対抗措置の発動の決議に先立ち、株主の皆様の意思を確認することが適切と判断する

場合、下記(ｆ)に定める手続きを行うものとします。

　この場合、当社取締役会は、下記(ｆ)に定める株主総会の決定に従って、速やかにその手続きに移りま

す。

 　　　　　 (ⅱ) 買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　 当社取締役会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守した場合には、仮に大規模買付等に反対で

あったとしても、当該買付等に反対意見を表明することに留め、原則として対抗措置の不発動の決議を行

うものとします。

　　 ただし、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守した場合であっても、買付者等による大規模買付等

が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる場合には、当社の企業価値・株主

共同の利益の確保・向上という観点から、対抗措置を発動すべきであると判断することがあります。この

場合、当社取締役会は、対抗措置の発動の賛否に関し株主の皆様の意思を確認するため、下記(ｆ)に定め

る株主総会開催の手続きを行うものとします。当該株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施

に関する議案が可決された場合には、当社取締役会は、株主総会の決議に従って、速やかにその手続きに

移ります。

　   なお、別に開示している「当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる類型」に掲

   げるいずれかに該当すると判断される場合には、原則として、当該大規模買付等は当社の企業価値・株主

共同の利益を著しく損なうものと認められることとします。

     当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを

問わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに開示いた

します。　

         （ｆ）株主意思の確認

   当社取締役会は、上記(ｅ)(ⅱ)に該当する場合、及び、上記(ｅ)(ⅰ)に該当しかつ当社取締役会が必要と

認める場合、株主総会を開催し対抗措置発動に関する株主の皆様の意思を確認するものとします。

　 株主意思の確認を行う場合は、当社取締役会は、実務上可能な限り最短の時間で株主総会を開催できるよ

う、速やかに株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付議します。当社取締役

会において株主総会の開催を決定した場合には、取締役会評価期間はその時点を以て終了するものとしま

す。当該株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が可決された場合には、当

 社取締役会は株主総会における決定に従い、本新株予約権の無償割当てに必要な手続きを遂行します。
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 （株主総会において本新株予約権の無償割当て事項の決定を取締役会に委任する旨の決議がなされた場合

には、本新株予約権無償割当ての実施に関する取締役会決議を行います。）

   また、当社取締役会は、株主総会を実施した場合には、決議結果その他当社取締役会が適切と判断する事

項について、速やかに開示いたします。

         （ｇ）対抗措置の中止又は発動の停止

   当社取締役会又は株主総会が上記(ｅ)または(ｆ)の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動

後においても、(ⅰ)買付者等が大規模買付等を中止した場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の

前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点か

ら発動した対抗措置を維持することが相当でないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、対

抗措置の中止又は発動の停止を行なうものとします。

　当社取締役会は、対抗措置発動の停止の決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と

判断する事項について、速やかに開示いたします。

         （ｈ）大規模買付等の開始

   買付者等は、本プランに規定する手続きを遵守するものとし、大規模買付等の提案以降、当社取締役会又

は株主総会にて対抗措置の発動又は不発動の決議を行うまでは、大規模買付等を開始することはできない

ものとします。

 　　　

　　　  (ロ) 本プランにおける対抗措置の具体的内容

 　当社取締役会が上記(イ)(ｅ)又は(ｆ)に記載の決議に基づき発動する対抗措置は、新株予約権（以下「本新

株予約権」といいます。）の無償割当てを行うこととします。

   本新株予約権の無償割当ての概要は、別に定めている「新株予約権無償割当ての概要」の通りといたしま

す。

   当社取締役会は、対抗措置の発動が決議された後又は発動後においても、上記(イ)(ｇ)に記載の通り、対抗

措置の中止又は発動の停止を決定することがあります。例えば、対抗措置の発動が決議された場合において、

買付者等が大規模買付等を中止し、当社取締役会が上記(イ)(ｇ)に記載の決議を行った場合には、本新株予約

権の無償割当てについて設定した基準日に係る権利落ち日の前日までにおいては本新株予約権の無償割当て

を中止し、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以後本新株予約権の行使期間の開始日の前日までにおい

ては当社が無償で本新株予約権を取得する等の方法で、対抗措置の発動を停止することができるものとしま

す。

　

　　    (ハ）本プランの有効期間、廃止及び変更

　           本プランの有効期間は、平成26年３月開催予定の定時株主総会終結の時までとします。

　 ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなさ

れた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとします。また、当社の株主総

会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランは

その時点で廃止されるものとします。

　 なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又はこれ

らの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更に伴う形式的な変更が必要と判断した場合には、本プラン

を修正する場合があります。

　 当社は、本プランが廃止、又は本プランの内容について株主の皆様に実質的な影響を与えるような変更が行

われた場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認

める事項について、速やかに開示いたします。　

　　　 ⑤　本プランの合理性 

　　　  (イ) 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

   本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が平

成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえておりま

す。

　

 　  　 (ロ) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

   本プランは、上記①に記載の通り、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に

応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や

期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価

 値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。　
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 　　　 (ハ) 株主意思を重視するものであること

   本プランは、買付者等が本プランに定められた手続きに従うことなく大規模買付等がなされた場合を除き、

買付者等による大規模買付等に対する対抗措置の発動について株主の皆様のご意思を直接確認するもので

す。

 　また、本プランは、当社株主総会にて、株主の皆様のご承認をいただいたうえで継続するものです。上記④

（ハ）に記載したとおり、当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プラ

ンも当該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまして、本プランの継続及び廃止には、株主の

皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっています。

　

 　　   (ニ) 合理的な客観的発動要件の設定

   本プランは、上記④（イ）に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されない

ように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

　

 　　   (ホ) デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

   上記④（ハ）に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によ

り、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　 また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員

の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。

 　　 

　　   ⑥　株主の皆様への影響

 　　   (イ) 本プランの継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響

 　本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランがその継続時に株主及び

投資家の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはあ

りません。

   なお、前述の④(イ)に記載の通り、買付者等が本プランを遵守するか否か等により当該買付行為に対する当

社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、買付者等の動向にご注意くださ

い。

　

 　　   (ロ) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響

　 本プランの手続きに従い、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別途定める割当て期日における株主

名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権２個を上限とした割合で、本

新株予約権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、本新株予約権の無償割当て時においても、株

主の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の経済

的価値の希釈化は生じず、また当社株式１株当たりの議決権の希釈化は生じないことから、株主の皆様の有す

る当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

   ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利又は経済的利益に何らか

の影響が生じる場合があります。

　 なお、本プランの手続きに従い、本新株予約権の無償割当ての決議がなされた場合であっても、上記④

(イ)(ｇ)に記載の手続き等に従い当社取締役会が発動した対抗措置の中止又は発動の停止を決定した場合に

 は、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべ

き株主が確定した後において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し本新株予約権を無償取得して新株を交

付しない場合には、株主及び投資家の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じない

ことになるため、当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主及

び投資家の皆様は、株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意ください。

   また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使又は取得に際して、買付

者等の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定されますが、この場合であっても、買付者等以外の株

主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定し

ておりません。

　

 　　   (ハ) 本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続き

　 本新株予約権の割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、当該新株予約権の無償割当

ての効力発生日において、当然に新株予約権者となるため、申込みの手続きは不要です。
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   また、株主の皆様には、新株の取得のために所定の期間内に本新株予約権を行使していただく必要が生じる

可能性があります。（その際には一定の金銭の払込みを行っていただきます。）ただし、当社が取得条項

 を付した新株予約権取得の手続きをとる場合には、買付者等以外の株主の皆様におかれましては、新株予約

 権の行使価格相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権取得の対価として当社株式を受領する

ことになるため、当該新株予約権に関する払込み等の手続きは不要となります。

　

   以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法、及び株式の交付方法等の詳細については、本

新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、その手続きの詳細に関して、適用

ある法令及び金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示又は通知を行いますので当該開示又は通知の

内容をご確認下さい。

　   　

（4）研究開発活動

　 　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,700,000

計 4,700,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数
(株）
（平成25年５月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,260,000 1,260,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（グロース）

単元株式数

10株

計 1,260,000 1,260,000 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成25年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年１月１日～

平成25年３月31日
－ 1,260,000 － 5,000,000 － －

 

（６）【大株主の状況】

　　　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

　 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

 普通株式   　75,370
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式　

完全議決権株式（その他） 　普通株式　1,129,540 112,954 －

単元未満株式 　普通株式 　　55,090 － －

発行済株式総数 1,260,000 － －

総株主の議決権 － 112,954 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20株含まれております。また、「議決権の

数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

   

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社トライアイズ
東京都千代田区紀尾井町４

番１号
75,370－ 75,370 5.98

計 － 75,370－ 75,370 5.98

　（注）　当第１四半期会計期間末の自己株式数は、110,023株であります。 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年１月１日から平成

25年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,787,206 1,461,115

受取手形及び売掛金 510,154 261,108

有価証券 104,250 104,268

商品及び製品 355,091 330,392

仕掛品 651,762 1,004,417

原材料及び貯蔵品 53,798 59,224

繰延税金資産 32,782 33,809

その他 114,592 100,518

貸倒引当金 △3,634 △4,253

流動資産合計 3,606,004 3,350,601

固定資産

有形固定資産

土地 816,737 816,737

その他（純額） 259,975 264,629

有形固定資産合計 1,076,713 1,081,366

無形固定資産

のれん 933,618 890,221

その他 55,766 52,644

無形固定資産合計 989,385 942,865

投資その他の資産

投資有価証券 1,787,700 1,787,700

その他 278,452 286,095

貸倒引当金 △65,940 △65,940

投資その他の資産合計 2,000,212 2,007,855

固定資産合計 4,066,310 4,032,088

資産合計 7,672,315 7,382,689
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 243,637 164,359

未払法人税等 28,885 11,157

前受金 401,100 465,439

賞与引当金 3,300 14,302

返品調整引当金 7,390 6,984

受注損失引当金 18,395 16,334

その他 164,694 225,794

流動負債合計 867,404 904,371

固定負債

資産除去債務 22,919 25,673

その他 45,190 44,939

固定負債合計 68,110 70,613

負債合計 935,514 974,985

純資産の部

株主資本

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金 2,069,873 2,069,873

利益剰余金 △222,454 △491,993

自己株式 △143,798 △209,128

株主資本合計 6,703,620 6,368,751

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 1,320 6,706

その他の包括利益累計額合計 1,320 6,706

新株予約権 31,858 32,246

純資産合計 6,736,800 6,407,704

負債純資産合計 7,672,315 7,382,689
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 858,619 616,554

売上原価 534,592 337,868

売上総利益 324,026 278,686

販売費及び一般管理費 454,222 427,341

営業損失（△） △130,195 △148,655

営業外収益

受取利息 389 287

不動産賃貸収入 4,929 4,929

為替差益 6,536 7,892

その他 1,085 1,296

営業外収益合計 12,940 14,405

営業外費用

支払利息 163 216

不動産賃貸原価 2,372 2,974

その他 215 531

営業外費用合計 2,751 3,722

経常損失（△） △120,006 △137,972

特別損失

固定資産除却損 352 －

減損損失 － 4,506

その他 36 －

特別損失合計 388 4,506

税金等調整前四半期純損失（△） △120,395 △142,479

法人税等 △13,651 8,596

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △106,743 △151,076

四半期純損失（△） △106,743 △151,076
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △106,743 △151,076

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △1,021 5,385

その他の包括利益合計 △1,021 5,385

四半期包括利益 △107,765 △145,691

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △107,765 △145,691

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更】

 　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　（税金費用の計算）

　　　　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益又は税引前当期純損失に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効

税率を乗じて計算しております。但し、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果とな

る場合には、法定実効税率を使用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年１月１日
至  平成24年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年１月１日
至  平成25年３月31日）

減価償却費 14,190千円 12,630千円

のれんの償却額 43,397 43,397

　

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日）

１.配当金支払額

（決  議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月27日

定時株主総会
普通株式 120,027千円100円 平成23年12月31日 平成24年３月28日資本剰余金

　

　　２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の　　
　　　末日後となるもの
　　　　該当事項はありません。
　

　　　３．株主資本の金額の著しい変動

　　　　　該当事項はありません。　

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日）

１.配当金支払額

（決  議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月27日

定時株主総会
普通株式  118,462千円100円 平成24年12月31日 平成25年３月28日利益剰余金

　

　　２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の　　
　　　末日後となるもの
　　　　該当事項はありません。
　

　　　３．株主資本の金額の著しい変動

　　　　　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年１月１日 至平成24年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

建設コンサル
タント事業

ファッション
ブランド事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 341,369 517,249858,619 － 858,619

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 341,369 517,249858,619 － 858,619

セグメント損失（△） △144,120 △2,216△146,336 16,140△130,195

（注）１．セグメント損失（△）の調整額16,140千円には、セグメント間取引消去7,320千円、各報告セグメントに

配分していない全社収益及び全社費用の純額8,820千円が含まれております。全社収益は、主に子会社から

の経営指導料であり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整しております。

　　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年１月１日 至平成25年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

建設コンサル
タント事業

ファッション
ブランド事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 177,242 439,312616,554 － 616,554

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 120 120 △120 －

計 177,242 439,432616,674 △120 616,554

セグメント損失（△） △143,241△11,196△154,434 5,779△148,655

（注）１．セグメント損失（△）の調整額5,779千円には、セグメント間取引消去△18,777千円、各報告セグメント

に配分していない全社収益及び全社費用の純額24,556千円が含まれております。全社収益は、主に子会社か

らの経営指導料であり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整しております。  
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △88円93銭 △130円17銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △106,743 △151,076

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △106,743 △151,076

普通株式の期中平均株式数（株） 1,200,260 1,160,617

　(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失　　

であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

  （株式分割、単元株式数の変更及び定款の一部変更）

当社は、平成25年４月15日開催の取締役会において、下記のとおり、株式分割の実施、単元株式数の変更及び定款の

一部変更ついて決議いたしました。

 

１．株式分割、単元株式数の変更の目的

　　　平成19年11月27日に全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨に鑑み、普通株式の

売買単位を100株とするため、当社普通株式１株につき10株の割合をもって分割するとともに、当社の普通株式に

かかわる単元株式数を10株から100株に変更いたします。

　　　なお、この株式分割及び単元株式数の変更に伴う投資単位の実質的な変更はありません。

　

　２．株式分割の概要

　（１）分割の方法

　　　　平成25年６月30日を基準日（実質上の基準日は平成25年６月28日となります）とし、同日の最終の株主名簿に記

載または記録された株主の有する普通株式を１株につき10株の割合をもって分割いたします。

　（２）分割により増加する株式数

①株式分割前の発行済株式総数　　　　  1,260,000 株

②今回の分割により増加する株式数　　 11,340,000 株

③株式分割後の発行済株式総数         12,600,000 株

④株式分割後の発行可能株式総数       47,000,000 株

（注）なお、上記の株式数は、平成24年12月31日時点での発行済株式総数に基づくものであり、新株予約権の行

使によって変動の可能性があります。

  （３）分割の日程

  基準日の公告日　　平成25年６月14日

  基準日     　　　 平成25年６月30日

  効力発生日 　　　 平成25年７月１日

　（４）新株予約権行使価額の調整 

　上記の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権１株当たりの行使価額を平成25年７月１日以降、以下のとおり

調整いたします。

　 調整前行使価額 調整後行使価額

第５回新株予約権 95,400円 9,540円　　 

第８回新株予約権 23,010円 2,301円 

第９回新株予約権 1,760円 176円 

第10回新株予約権 1,779円 178円 
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　（５）１株当たり情報に及ぼす影響

　　　　上記の株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりでありま

す。 

　

前第１四半期連結累計期間

（自　平成24年１月１日

　　至　平成24年３月31日）

当第１四半期連結累計期間 

（自　平成25年１月１日 

　　至　平成25年３月31日）　

１株当たり四半期純損失金額（△） △8円89銭 △13円02銭

(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。

　

　３．単元株式数の変更

　（１）変更後の単元株式数

　　　　上記の株式分割の効力発生を条件として、単元株式数を10株から100株に変更いたします。

　（２）変更の日程

　　　　効力発生日　　　平成25年７月１日

　　　（注）平成25年６月26日をもって、大阪証券取引所における当社株式の売買単位は、10株から100株に変更されま

す。

　

　４．定款の一部変更

　（１）変更の理由

　　　　上記の株式分割及び単元株式数の変更に伴い、会社法第184条第２項及び同第191条の規定に基づく取締役会決議

により、平成25年７月１日付をもって当社定款の一部を変更いたします。

　（２）変更の内容

　　　①発行可能株式総数を470万株から4,700万株に変更いたします。

　　　②単元株式数を10株から100株に変更いたします。　　

　

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年５月15日

株式会社トライアイズ

取締役会　御中

清陽監査法人            

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大河原　恵史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松渕　敏朗　　　印

　
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トライア

イズの平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年１月１日から

平成25年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トライアイズ及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

        ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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